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不動産統合サイト「不動産ジャパン」スタート
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10月7日赤坂プリンスホテルにて、日住協、
FRK、全宅連、全日の不動産統合サイト参加4
団体の代表が出席（当協会からは小尾副理事長
が出席）して、サイトオープン記者会見及び記
念式典が行われた。記者会見には一般紙・業界
紙の記者約90名が出席、記念式典には、石原国
土交通大臣をはじめ関係者200名以上が出席し
た。
不動産ジャパンは、国土交通省支援のもと当
協会「日住協NET」ほか業界団体の物件情報サ
イトのデータを一元化し、消費者にとって不動
産情報検索における利便性を向上させるととも
に、不動産事業者にとっても、スタート時点で
物件数約20万件に及ぶ不動産ジャパンの中で、
スケールメリットを生かした広告機会が得られ
ることになる。
登録されている物件は、新築分譲物件、仲介
物件、賃貸物件等全ての分野を網羅してい
るだけではなく、膨大なデータが毎日更新され
情報の精度が高められている。また、「不動産
の平均的な取引動向」等、不動産取引にあたっ
て消費者が必要とする知識や関連情報も提供さ

れている。
「不動産ジャパン」は、これまで消費者に対
してアピールする機会が少なかった中堅企業又
は地方企業にとって、有効な広告手法の1つに
なることが考えられ、同時に、住宅・不動産市
場全体の活性化が期待されている。

「日住協NET（http://www.nichijukyo.net/）とは
北海道から沖縄にかけて様々な分野で事業を
行っている会員各社が、一般消費者に対して物
件情報・事業内容を広告できる仕組みとなって
います。
［会員検索機能］
注文住宅・リフォーム等の業務内容や地域
毎に身近な会員会社を検索できます。
［多様な物件を登録可能］
仲介物件・賃貸物件だけではなく、新築分
譲物件も登録できます。
［物件広告機能の充実］
①住宅性能保証制度・住宅性能表示制度へ
の対応状況が表示できます。
②室内を360度画像表示、注文住宅施工例
の紹介及び検索ができます。
③日住協NET掲載物件は、不動産ジャパ
ンでも一般消費者へ公開されます。

［利用料金］
当協会正会員は無料です。
［サポート体制］
ヘルプデスクを設置し、物件登録等利用の
お手伝いをしています。

不動産統合サイト「不動産ジャパン」（http://www.fudousan.or.jp/）スタート
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平成15年都道府県地価調査結果

Ｉ．概況
1．三大都市圏
（1）住宅地、商業地とも下落幅が縮小した。
（2）住宅地の圏域ごとの動向を見ると、
［1］東京圏については、
・ほぼすべての地域で下落幅が縮小した。
・東京都区部では4年連続して下落幅が
縮小し、特に区部都心部ではほぼ横ば
いとなり、区部南西部では引き続きわ
ずかな下落であった。
・その中で、千代田区・渋谷区は全地点
が上昇又は横ばい、港区は全地点が引
き続き横ばいであった。文京区では横
ばいの地点の増加が目立った。また、
大田区で上昇の地点が現れた。
・さらに、多摩地域、埼玉県・千葉県の
東京近接地域で、上昇又は横ばいに転
じた地点が見られた。

［2］大阪圏については、
・半数以上の地域で下落幅が拡大した
が、神戸市、阪神地域等では下落幅が
縮小した。
・大阪市は全体としては下落幅が前年と
同じであったが、中央区に引き続き横
ばいの地点があり、天王寺区に横ばい
に転じた地点が現れた。

［3］名古屋圏については、
・半数以上の地域で下落幅が拡大した
が、名古屋市及び西三河地域では下落
幅が縮小した。

（3）商業地の圏域ごとの動向を見ると、
［1］東京圏については、
・大半の地域で下落幅が縮小した。
・東京都区部では4年連続して下落幅が
縮小し、かつ、ほぼすべての区で下落
幅が縮小した。

・区部都心部では引き続き上昇又は横ば
いの地点が多く見られた。
・さらに、武蔵野市等で横ばいの地点が
見られた。

［2］大阪圏については、
・半数以上の地域で下落幅が縮小した。
・大阪市のうち中心6区では、3年連続し
て下落幅が縮小し、1割未満の下落と
なった。また、高度商業地の一部に、
引き続き横ばいの地点や横ばいに転じ
た地点が見られた。

［3］名古屋圏については、
・半数以上の地域で下落幅が拡大した
が、名古屋市及び西三河地域では下落
幅が縮小した。

２．地方圏
人口10万人以上の地方都市には、商業地の下
落が全体として１割以上となったところが引き
続き多い。

Ⅱ．特徴
1．三大都市圏
（1）住宅地については、
［1］東京都区部で下落幅がさらに縮小した
背景には、需要側の値頃感や再開発等に
よる利便性の向上から、マンション等の
住宅需要の都心回帰の動きが続いたこと
が挙げられる。特に、区部南西部等で、
上昇又は横ばいの地点の周辺の利便性が
ある住宅地でほぼ横ばいとなった地点が
増加した。

［2］大阪市で横ばいの地点が増加し、前年
と同じ下落幅となった背景には、中心６
区を中心に、需要側の値頃感等により、
マンション等の住宅需要の都心回帰の動
きが続いたことが挙げられる。

［3］郊外部の通勤遠隔地等では、交通利便

平成15年都道府県地価調査に基づく地価動向について
国土交通省は、平成15年7月1日時点の基準地価（都道府県地価調査結果）を発表した。全国平

均で前年比5.6％下がり、12年連続の下落となった。概要は以下のとおりである。
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性が劣る地点で依然として大きな下落が
見られた一方で、比較的利便性の高い地
点ではわずかな下落となった地点も現れ
た。

（2）商業地については、
［1］三大都市圏で下落幅が縮小した背景に
は、経済動向が概ね横ばいで推移する中
で、都心の高度商業地等において都市再
生の取組等により集客力が高められたこ
とが挙げられる。

［2］東京圏については、
・東京都区部都心部で、高度商業地や、
海外ブランド店舗等の立地が進んだ地
区、再開発や交通基盤整備が行われた
地区において、引き続き上昇又は横ば
いの地点が見られた。その中でも、民
間の積極的投資が行われ、個性ある街
として魅力が特に高まった地区では、
比較的高い上昇率を示す地点も見られ
た。
・都区部以外でも、交通結節点に位置す
る駅周辺における都市再生の取組等の
効果により集客力が高まった地区にお
いて、横ばいに転じた地点、引き続き
横ばいの地点が見られた。

［3］大阪圏については、大阪市の高度商業
地で、再開発や海外ブランド店舗等の立
地により集客力が高まった地区において、
横ばいに転じた地点、引き続き横ばいの
地点が見られた。

［4］近接する地点であっても、道路幅員等
の立地条件に差がある場合に、それぞれ
の地点において異なる変動状況が引き続
き見られた。

2．地方圏
（1）ブロック中心都市の商業地については、福
岡市において、再開発等の効果で、引き続き
横ばいの地点が見られた。また、住宅地につ
いても、福岡市では、都心に近い利便性の高
い地域で、住宅需要がある地区では横ばいの
地点が増加した。一方で、利便性に劣るとこ
ろでは大きな下落が見られた。

（2）人口10万人以上の地方都市の中心商業地で
は、地域経済が低迷する中で、郊外型量販店
の進出等もあり、従来集客力の中核を担って
いた大規模商業施設の撤退や商店街を構成す
る中小小売店舗の閉鎖の影響で、大きく下落
している地点が多い。

〔東京圏の概況〕
東京圏の地価は、
・住宅地は、ほぼすべての地域で下落幅が縮
小した。
・商業地は、大半の地域で下落幅が縮小した。

（1）東京都
住宅地は、区部都心部ではほぼ横ばい、多
摩地域では年間１割未満の下落、それ以外の
地域ではわずかな下落となった。
商業地は、区部南西部ではわずかな下落、

それ以外の地域では年間１割未満の下落とな
った。

（2）神奈川県
住宅地、商業地ともに、年間１割未満の下

平成15年都道府県地価調査結果

東　京　都 △  4.8 △  4.1 △  5.0 △  3.9
東京都区部 △  2.4 △  1.8 △  4.4 △  3.1
区部都心部 △  1.4 △  0.9 △  4.9 △  3.4
区部南西部 △  1.7 △  1.5 △  2.6 △  1.9
区部北東部 △  3.9 △  2.8 △  5.2 △  3.4

多摩地域 △  6.8 △  6.0 △  6.8 △  6.9
神　奈　川　県 △  5.4 △  5.4 △  9.0 △  7.7
横　浜　市 △  5.1 △  5.0 △  9.0 △  7.7
川　崎　市 △  5.8 △  5.5 △  9.3 △  7.4
そ　の　他 △  5.4 △  5.7 △  8.9 △  7.9
埼　玉　県 △  5.7 △  5.6 △  6.6 △  6.5
東京近接地域 △  3.9 △  3.8 △  4.5 △  4.8
さいたま市 △  3.2 △  3.7 △  5.3 △  6.5

そ　の　他 △  7.4 △  7.2 △  8.4 △  7.8
千　葉　県 △  9.3 △  8.1 △ 12.7 △ 10.5
東京近接地域 △  7.6 △  6.6 △ 10.8 △  8.7
千　葉　市 △  8.9 △  8.6 △ 12.1 △  9.7

そ　の　他 △ 11.8 △ 10.2 △ 16.2 △ 14.1
茨　城　県 △  9.0 △  8.5 △ 10.2 △ 10.7
東　京　圏 △  6.1 △  5.6 △  6.9 △  5.8

東京圏の地域別変動率 
（単位：％） 

～
 

平成14年 
H13.7.1

H14.7.1

～
 

平成15年 
H14.7.1

H15.7.1

～
 

平成14年 
H13.7.1

H14.7.1

～
 

平成15年 
H14.7.1

H15.7.1

住　　宅　　地 商　　業　　地 

（注） 
１．区部都心部とは、千代田区、中央区、港区、新宿区、文京区、台東
区、渋谷区、豊島区の各区、区部南西部とは、品川区、目黒区、大田区、
世田谷区、中野区、杉並区、練馬区の各区、区部北東部とは、墨田区、
江東区、北区、荒川区、板橋区、足立区、葛飾区、江戸川区の各区であ
る。 
２．埼玉県の東京近接地域とは、さいたま市、所沢市、狭山市、蕨市、
戸田市、川越市、川口市、鳩ヶ谷市、朝霞市、志木市、和光市、新座市、
富士見市、上福岡市、大井町、三芳町である。 
３．千葉県の東京近接地域とは、市川市、浦安市、千葉市、船橋市、松
戸市、習志野市、柏市、流山市、八千代市である。 
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落となった。
（3）埼玉県及び千葉県

住宅地、商業地ともに、千葉県その他地域
では年間１割以上の下落、それ以外の地域で
は年間１割未満の下落となった。

〔大阪圏の概況〕
大阪圏の地価は、
・住宅地は、半数以上の地域で下落幅が拡大
した。
・商業地は、半数以上の地域で下落幅が縮小
した。

（1）大阪府
住宅地は、南大阪では年間１割以上の下落、
それ以外の地域では年間１割未満の下落とな
った。
商業地は、大阪市では年間１割未満の下落、
それ以外の地域では年間１割以上の下落とな
った。

（2）兵庫県、京都府及び奈良県
住宅地は、すべての地域で年間１割未満の

下落となった。
商業地は、阪神地域及び奈良県では年間１
割以上の下落、それ以外の地域では年間１割
未満の下落となった。

〔名古屋圏の概況〕
名古屋圏の地価は、
・住宅地、商業地ともに、半数以上の地域で
下落幅が拡大した。

○愛知県及び三重県
住宅地は、すべての地域で年間１割未満の
下落となった。
商業地は、知多地域では年間１割以上の下
落、それ以外の地域では年間１割未満の下落
となった。

〔地方圏の概況〕
ブロック中心都市（札幌市、仙台市、広島
市及び福岡市）では、
・住宅地は、札幌市は年間変動率が同じ、そ
の他の都市では下落幅が拡大した。
・商業地は、札幌市及び広島市では下落幅が
拡大、仙台市及び福岡市では下落幅が縮小
した。

平成15年都道府県地価調査結果

大　阪　府 △  8.5 △  8.6 △ 11.2 △ 10.7
大　阪　市 △  6.1 △  6.1 △ 10.4 △  9.6
中心６区 △  4.4 △  4.5 △ 10.4 △  9.4

北　大　阪 △  6.7 △  7.0 △ 11.0   △ 11.1
東　大　阪　 △  8.8 △  9.0 △ 12.0 △ 12.4
南　大　阪　 △ 10.3 △ 10.2 △ 13.0 △ 12.4
兵　庫　県 △ 11.1 △  9.6 △ 11.9 △ 10.4
神　戸　市 △ 11.6 △  9.6 △ 11.6 △  9.7
東部４区　 △  7.7 △  6.1 △ 10.2 △  9.0

阪　神　地　域　 △ 10.7 △  9.7 △ 12.1 △ 11.0
京　都　府 △  7.8 △  9.0 △  9.2 △  9.3
京　都　市 △  6.6 △  8.1 △  9.4 △  9.5
中心５区　 △  6.3 △  7.0 △  8.9 △  7.9

そ　の　他 △  8.9 △  9.7 △  8.7 △  8.9
奈　良　県 △  8.0 △  8.6 △ 10.8 △ 10.0
奈　良　市 △  8.3 △  8.7 △ 11.4 △ 10.5
大　阪　圏 △  8.9 △  8.9 △ 10.8 △ 10.3

大阪圏の地域別変動率 
（単位：％） 

～
 

平成14年 
H13.7.1

H14.7.1

～
 

平成15年 
H14.7.1

H15.7.1

～
 

平成14年 
H13.7.1

H14.7.1

～
 

平成15年 
H14.7.1

H15.7.1

住　　宅　　地 商　　業　　地 

（注） 
１．大阪市の中心６区とは、北区、福島区、中央区、西区、天王寺区、
浪速区の各区である。 
２．北大阪とは、豊中市、吹田市、摂津市、池田市、箕面市、茨木市、
高槻市、島本町、豊能町、能勢町、東大阪とは、枚方市、寝屋川市、交
野市、守口市、門真市、四條畷市、大東市、東大阪市、八尾市、柏原市、
南大阪とは、大阪市、北大阪、東大阪を除くその他の大阪府である。 
３．神戸市の東部４区とは、東灘区、灘区、兵庫区、中央区の各区であ
る。 
４．阪神地域とは、尼崎市、西宮市、芦屋市、伊丹市、宝塚市、川西市、
三田市、猪名川町である。 
５．京都市の中心５区とは、北区、上京区、左京区、中京区、下京区の
各区である。 

（単位：％） 

～
 

平成14年 
H13.7.1

H14.7.1

～
 

平成15年 
H14.7.1

H15.7.1

～
 

平成14年 
H13.7.1

H14.7.1

～
 

平成15年 
H14.7.1

H15.7.1
愛　知　県 △  5.7 △  5.8 △  9.0 △  7.5
名古屋市 △  7.6 △  7.0 △ 10.0 △  7.8
名古屋近接地域 △  6.1 △  7.0 △  9.2 △  9.4
尾張地域 △  3.8 △  5.1 △  7.2 △  7.7
西三河地域 △  3.8 △  3.0 △  7.7 △  4.5
知多地域 △  5.8 △  6.8 △  8.0 △ 10.6
三　重　県 △  2.2 △  4.4 △  7.1 △  8.4
四日市市 △  2.4 △  4.4 △  8.5 △ 10.4
名 古 屋 圏  △  5.3 △  5.6 △  8.8 △  7.6

住　　宅　　地 商　　業　　地 

名古屋圏の地域別変動率 

（注） 
愛知県の地域区分は、以下のとおりである。 
名古屋近接地域：長久手町、尾張旭市、豊明市、東郷町、日進市、瀬戸
市、春日井市、西枇杷島町、豊山町、師勝町、西春町、春日町、清洲町、
新川町、七宝町、甚目寺町、大治町、蟹江町 
尾張地域：犬山市、小牧市、扶桑町、大口町、一宮市、江南市、岩倉市、
木曽川町、尾西市、稲沢市、祖父江町、平和町、美和町、 佐織町、八開
村、立田村、津島市、佐屋町、弥富町、十四山村、飛島村 
西三河地域：岡崎市、碧南市、刈谷市、豊田市、安城市、西尾市、知立
市、高浜市、一色町、吉良町、幡豆町、幸田町、三好町 
知多地域：東海市、大府市、知多市、東浦町、阿久比町、常滑市、半田市、
武豊町、美浜町、南知多町 
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今月の予定会員紹介

会員各社の代表者を順次ご紹介しております。（順不同）

「私　が　社　長　で　す。」

代表取締役社長

桧山　国行
（ひやま　くにゆき）

〔代表者〕

生年月日 昭和29年1月8日

出 身 地 石川県加賀市

趣　　　味 ゴルフ

〔会　社〕

住　　　所 〒922－0242 石川県加賀市山代温

泉29戊54番地

電　　　話 0761－77－8866

会 社 設 立 平成3年10月8日

資 本 金 2,000万円

主 業 務 木造注文住宅

売　　　上 7億円（14年8月期）

関連会社 アルテック総合地所㈱

所属支部 北陸支部

会社概要

3年前に、適正住宅研究会を設立し、他府県

同業者との協同企画商品の開発、仕入れ業者、

下請業者とは、時代のニーズに適合すべき価

格設定について、常備品質と価格について、

鋭く監視するメカニズムを、確立いたしまし

た。

トップから一言

社員の質の向上を図るためには、礼を重ん

じることが、第一と考えております。礼は、

形で表すことは勿論のこと、礼とは何か、深

く考え、社員一人一人が礼を守り礼に徹する

ことこそ、この厳しい現実に立ち向い、ノル

マを達成出来ると考えています。

代表取締役

相澤　和夫
（あいざわ　かずお）

〔代表者〕

生年月日 昭和24年12月14日

出 身 地 宮城県

趣　　　味 旅行、ゴルフ

〔会　社〕

住　　　所 〒981－8003 宮城県仙台市泉区南

光台7－33－16

電　　　話 022－252－3001

会 社 設 立 昭和61年6月13日

資 本 金 5,000万円

主 業 務 住宅建築

売　　　上 26億円（15年3月期）

関連会社 ㈱三和住宅サービス、㈲ユニアー

ト設計事務所、ロイヤルフォート

スウェーデン仙台㈱

所属支部 東北支部

会社概要
大型二世帯住宅作りをメインにスタートし、

地域の人々のニーズに応えアイフルホームFC

に参加し業容を拡大。今秋当地区ではニーズ

の大きいと思われる超高気密高断熱住宅のロ

イヤルフォートスウェーデンの家を販売開始

する。

トップから一言
競争がさらに激化し多様化する住宅産業に

携わる一員として、地域から最も信頼される

存在となれる様、全社員一丸となって努力し

て参ります。

㈱秀光ビルド

東和総合住宅㈱
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今月の予定会員紹介

代表取締役社長

櫻井　　徹
（さくらい　とおる）

〔代表者〕

生年月日 昭和26年11月7日

出 身 地 東京都板橋区

趣　　　味 スポーツ、音楽

座右の銘 ライバルはお客の心である

〔会　社〕

住　　　所 〒170－0013 東京都豊島区東池袋

3－9－10 池袋FNビル

電　　　話 03－5952－8822

会 社 設 立 平成5年6月

資 本 金 9,000万円

主 業 務 マンション分譲・販売代理

売　　　上 41億円（15年12月期見込）

関連会社 ㈱モコ、㈱モアテクニカ、㈱リア

ライズ

所属支部 本部

会社概要
首都圏でのマンションの販売代理を中心に、

自社開発物件の分譲、仲介、不動産のファンド

ビジネスを行っている。販売代理で培ったノウ

ハウを基にユーザーのニーズを的確に捉えた

「モアグランデシリーズ」の開発に積極的に取

り組んでいる。

トップから一言
今年10周年を迎えて、今まで着実に蓄えて

きた力を、これからはより新しい可能性に向

けて注ぎ込んで行く時期になってきました。

これからもよりこだわりをもった住まいづく

りに取り組み、人や企業と係わりあう、より

良いMOREを目指して参ります。

㈱モアコーポレーション

「私　が　社　長　で　す。」

平成15年度「指定講習」実施概要

この講習は、宅地建物取引業法に基づき実

施する講習で、修了者には「宅地建物取引主

任者資格試験」において、一部免除措置が講

じられます。

〔申込受付期間〕

平成15年11月17日（月）～12月17日（水）

〔講習内容等〕

通信講座、スクーリングの両方を履修して

いただきます。

・通信講座＝平成16年2月1日～4月30日、テ

キストによる自宅学習（演習問題の提出）

・スクーリング＝平成16年5月上旬～6月中旬

の連続する2日間出席（修了試験有）

〔受講資格〕

現に宅地建物取引業に従事している方で、3

年以上の宅地建物取引業務に関する実務経験

を有する方、または「宅地建物取引業初任従

業者教育研修」の修了者で、2年以上の宅地建

物取引業務に関する実務経験を有する方。

〔修了要件〕

次のすべての要件を満たした場合。

①通信講座の演習問題を所定の期日まです

べて解答し、提出すること。

②スクーリングに連続する2日間出席し、す

べての講義を受講すること。

③スクーリング終了時限に行う修了試験に

おいて20問中14問以上の正解を得るこ

と。

〔受講料〕

45,000円

〔受講申込書の請求・お問い合わせ〕

財団法人　不動産流通近代化センター

TEL 03－3986－7485

（財）不動産流通近代化センター
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第3回優秀事業表彰受賞作品紹介

〔事業の概要〕
広島市内の中心部（紙屋町）から約3キロ、

再開発の進む宇品エリアやアルパークのある商

工センターへのアクセスも良い中区の住宅地に

計画。

T字型配棟プランであるため、南向きと東向

きに分け、住戸面積と販売価格の差別化を図る

とともに、あらゆる購入層の要望に応えられる

マンションを企画した。

コンセプトに「中区～」というコピーを使い

「中区で全戸平面駐車場確保」、「中区なのにこ

の価格」、「中区だからこんなに便利」――など、

プレイス・プラン・プライスの3Pを実現した。

約4,900㎡の敷地に全戸分＋5台の138台分の

平面駐車場と、駐輪スペースも全戸2台分の266

台を確保。さらにプレイロットや集会室などの

共用施設も充実させ、エントランスの空間もゆ

とりある広さにした。

住戸の専有部分は、約66㎡～約94㎡までの

全14タイプのバリエーションとなっている。設

備も使用料無料でテレビでインターネットが楽

しめるシステムや、リバーシブルシリンダー鍵

などの防犯仕様、24時間換気システムの採用な

ど、こだわりをもった仕様になっている。価格

的にも中区では安価な設定であったので、人気

の高い物件となった。

〔物件概要〕
所　在　地　広島県広島市中区吉島東2－4－22

土地面積 4,869.91㎡

延床面積　12,045.45㎡

構造･規模　SRC造　地上14階建

住戸総数　133戸

・戸数分＋5台分の平面駐車場を確保。

・使用料無料で使いたい放題のインターネットシステムがテレビでも可能。

・防犯モデルマンション・24時間換気システムの採用。

中高層分譲住宅部門

優秀事業賞　「フローレンス吉島東」
（㈱章栄商事）

▲外観

▲エントランスアプローチ
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宅地建物取引主任者法定講習会のご案内

1．講習日時（平成15年度第5回）
平成15年12月5日（金）10時～17時
2．受講対象者
東京都、神奈川・千葉・埼玉の各県に登録
している取引主任者で、新たに取引主任者証
の交付を希望する方及び取引主任者証の更新
を希望する方（有効期限が平成16年6月4日
迄の方。）
3．申込受付締切日
東京都登録　　平成15年11月28日（金）
神奈川・千葉・埼玉県登録　　

平成15年11月21日（金）
※締切日前でも定員になり次第締切りますの
で、ご了承下さい。
4．申込方法

（1）来所、又は郵送により受付致します。
（2）申込み時に必要なもの

イ.宅地建物取引主任者証交付申請
書・受講申請書（協会に備えてあ
ります）

ロ.カラー顔写真３枚（神奈川県登録
の場合は４枚。タテ3cm×ヨコ
2.4cm。）

ハ.受講費用　15,500円　
ニ.印鑑
ホ.各都県からの登録通知葉書また
は、期限切れの主任者証

5．申込み･問合せ等
協会事務局（TEL：03－3511－0611）

当協会では宅地建物取引主任者法定講習会を下記の要領で実施致します。

協会だより

理事会・委員会開催状況

［理事会］

日　時　平成15年9月19日（金）15時40分～

17時

場　所　ホテルニューオータニ

議　事　会員の入会審査、日住協ＮＥＷＳの見

直し、20年保証対応ガイドライン及び

戸建住宅アフターサービス規準（10年

保証版）等について審議した。

［総務委員会］

日　時　平成15年9月5日（金）12時～13時

場　所　協会会議室

議　事　日住協ＮＥＷＳの見直し、経営者研修

会、不動産統合サイト等について審議

した。

［戸建住宅委員会］

日　時　平成15年9月12日（金）15時～17時

場　所　弘済会館

議　事　戸建住宅アフターサービス規準の改訂

及び20年保証対応ガイドライン、戸建

住宅開発規制の緩和等について審議し

た。

［中高層住宅委員会］

日　時　平成15年7月29日（火）16時30分～

18時

場　所　目黒雅叙園

議　事　旧目黒雅叙園の見学会及び各分科会報

告を行った。

［流通委員会］

日　時　平成15年7月29日（火）17時～20時

場　所　松本楼

議　事　日住協ＮＥＴ、物件サイト構築につい

て審議した。

日　時　平成15年9月12日（金）14時45分～

17時

場　所　六本木ヒルズ

議　事　六本木ヒルズの見学会を開催した。
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新事務局長紹介
10月1日に新事務局長が着

任した。新事務局長の略歴

は以下のとおり。

石井　英一（いしい　ひでかず）

昭和17年1月 東京都江東区生まれ。

昭和39年4月　日本不動産銀行（日本債券

信用銀行を経て現あおぞら銀行）入行。同行

人事部長、金融法人営業第二部長、常勤監査

役を歴任。

平成7年6月ダイア建設株式会社常務取締役

就任。平成14年6月同社常勤監査役。平成15

年6月ダイア・ドリームテック株式会社監査

役。

協会だより

［注文建築委員会］

日　時　平成15年9月9日（火）14時～15時45

分

場　所　スクワール麹町

議　事　小委員会の活動報告及び「エモーショ

ナル・マーケティングによる集客方法

について」研修会を開催した。

［賃貸管理委員会］

日　時　平成15年9月16日（火）16時～18時

場　所　スクワール麹町

議　事　「業績向上はこの一手　リーサルウェ

ポン　究極は人材教育」研修会を開催

した。

入　会

（正会員）

会社名　株式会社日興住販

代表者　越智　　登

住　所　〒224－0061 神奈川県横浜市都筑区

大丸8－4

ＴＥＬ　045－948－0061

ＦＡＸ　045－941－0296

主業務　戸建

（北海道支部）

会社名　北海道相互建設株式会社

代表者　小林　一義

住　所　〒003－0024 北海道札幌市白石区本

郷通4南2－4

ＴＥＬ　011－861－7400

ＦＡＸ　011－861－7412

主業務　マンション

（信越支部）

会社名　小山木材株式会社

代表者　小山　弘行

住　所　〒381－1231長野県長野市松代町松代

155

ＴＥＬ　026－278－2216

ＦＡＸ　026－278－9062

主業務　注文住宅

（賛助会員）

会社名　保全工業株式会社

代表者　桃野　直樹

住　所　〒163－1363東京都新宿区西新宿6－5－

1新宿アイランドタワー20階

ＴＥＬ　03－3345－6511

ＦＡＸ　03－5321－7799

主業務　建設工事、住宅メンテナンス

代表者変更

会社名　アイディホーム株式会社

新代表者　　久林　欣也

住所変更

会社名　京葉リネット株式会社
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協会だより

会報　日住協　　通巻37号 発　行　　社団法人日本住宅建設産業協会

（平成15年10月20日発行） 編　集　　社団法人日本住宅建設産業協会事務局

定　価　　１００円（税込）

・協会会議室で注文建築委員会20年保証小委員会を開催。 
・協会会議室で総務委員会を開催。 
・主婦会館で住宅不動産業の社員向け基礎実務研修会を開催。（～10日） 
・スクワール麹町で注文建築委員会、同購買プロジェクト小委員会を開催。 
・富士桜カントリー倶楽部で第17回日住協ゴルフコンペを開催。 
・主婦会館で特定住宅検査員研修を開催。 
・六本木ヒルズで流通委員会を開催。 
・弘済会館で戸建住宅委員会を開催。 
・自由民主党本部での土地・住宅WGに神山理事長が出席。 
・スクワール麹町で賃貸管理委員会を開催。 
・札幌第一ホテルで特定住宅検査員研修を開催。 
・ホテルニューオータニでの日本住宅建設産業厚生年金基金資産運用委員会、代議員会、
設立20周年記念パーティーに神山理事長他が出席。 
・ホテルニューオータニで常任理事会、理事会を開催。 
・ホテルニューオータニでの（社）全国住宅建設産業協会連合会行政懇談会に神山理事長
他が出席。 
・札幌第一ホテルで北海道支部例会を開催。 
・大阪東急ホテルで関西支部合同定例会を開催 
・ホテルプリシード名古屋で組織委員会、東海支部例会を開催。 
・東北支部で支部例会を開催。 
・協会会議室で中高層住宅委員会住まい文化・女性分科会を開催。 
・スクワール麹町で中高層住宅委員会新規事業分科会を開催。 
・虎ノ門パストラルでの創風会総会に神山理事長が出席。 

9月  　2日（火） 
5日（金） 
9日（火） 

 
10日（水） 
11日（木） 
12日（金） 

 
16日（火） 

 
18日（木） 

 
 

19日（金） 
 
 

25日（水） 
 

26日（金） 
 
 
 

30日（火） 

このところ、「川柳」がささやかなマイ・ブームとなっ

ている。きっかけは、あるビールメーカーのHP上の川

柳募集に応募したことから。なんと入選すると、缶ビー

ル1ケースが送られてくるというからちょっとうれしい

ではないか。

もっとも川柳は、以前から根強いブームが続いている

ようで、ビールメーカーの川柳コーナーにも10句の入選

に対して何と3,000近い応募があるというから、相当に厳

しい競争だ。

川柳の楽しいところは、何より堅苦しさがないところ

だろう。書き手は5・7・5の言葉の中に、自分の考えや

思いをぎゅっと込める。一方読み手は、その言葉を受け

て、自分のイメージを膨らませていく。このコミュニケ

ーションの方法は、インターネットにおけるファイルの

圧縮・解凍にも似ている。こんなことを江戸時代のころ

からやっていたなんて、日本の文化はすばらしい、なん

て思ってもしまう。

そういえば、某信託銀行が遺言川柳なるものを募集し

たところ、ものすごい反響があったそうだ。遺言なんて、

ちょっと暗いイメージのテーマでも川柳にすると明るく

受け流すことができる。これも魅力の１つだ。(ys)

Note

業務日誌

代表者　加藤　敏夫

新住所　〒273－0005 千葉県船橋市本町3－1－
21リネット本社ビル

ＴＥＬ　047－426－0031（従来どおり）

ＦＡＸ　047－424－5546（従来どおり）




